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特許関係料金の見直しについて（案） 

 

平成１９年１２月 

特 許 庁 

 

 

１．知的財産を巡る環境の変化 

（１）景気の拡大や企業活動のグローバル化等に伴い、近年における企業の知財活動費が増加してい

る（【図表１】）。知的財産戦略は事業戦略、研究開発戦略と一体となりつつあり、研究開発費及びその

対国内総生産比率は増加傾向にある（【図表２】）。そこで、企業は研究費回収のため、権利を相当期間

保有しようとするものの、現行特許料の累進構造にともなう高額な料金等により、研究開発費回収に必

要な相当期間の権利維持が難しい状況となっている。 

 

【図表１】企業における知財予算の増減（直近５年間） 
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（特許庁調べ） 

【図表２】 

 
研究費の国内総生産に占める割合（平成19年科学技術研究調査）
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（２）企業活動においてブランド価値の創造が重要となってきており（【図表３】）、企業の出所識別力等を

具現化する知的財産として商標が位置づけられている。近年、日本人による外国への商標出願件数が

増加傾向にあり（【図表４】）、企業が複数国への商標出願を求められているところ、諸外国と比較して、

我が国における商標関係料金の高さ（【図表５】）が問題として指摘されている。 

 

【図表３】 

 コーポレートアイデンティティ活動に伴う年代別商標関連費用（調査・出願等）
平成１８年～ 平成１３年～平成１７年 平成８年～平成１２年 平成３年～平成７年

～100万円 34.2% 31.0% 24.0% 37.1%

101～500万円 21.1% 25.9% 44.0% 37.1%

501～1,000万円 10.5% 12.9% 12.0% 8.1%

1,001～2,000万円 18.4% 15.5% 6.0% 8.1%

2,000万円超 15.8% 14.7% 14.0% 9.7%

商標関連費用を高額にしている企業の割合が増加

（平成１８年商標出願動向調査（特許庁））
 

 

【図表４】日本人による外国への商標出願件数 
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（特許行政年次報告書２００７年版（特許庁）） 
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【図表５】商標関係料金の国際比較 

（注１）、（注２）

日  本 イギリス

£254

(60,096円)

£254

(60,096円)

権利維持に必要な費用 £254

（更新登録申請手数料） (60,096円)

通貨レート - 236.60円

（注１）この表の通貨換算率は、日本銀行が公表している外国為替相場状況（平成18年12月～平成19年11月末での平均換算率）による。

（注２）各国の平均的な出願（2006年）で試算。（区分数　日：1.46区分　米：1.34区分　欧：2.75区分　英：2.16区分）

　　　　仏及び独については、平均的な出願の区分数データなし。（３区分まで同一価格であるため３区分にて試算）

（注３）米、英、仏、独については、出願料に登録料が含まれる。

（注３） （注３） （注３）
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€ 225
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（３）一方、平成１５年の改正特許法の施行から３年が経過し、附則に規定されている料金見直し時

期（法律施行から５年経過した後）が近づいていること、国会附帯決議において、「附則の見直し

期間にかかわらず、施行状況を見つつ、検討を行う」とあること、さらに今年５月に経済産業大

臣より料金制度全体について見直しの指示を受けているところである。 

 

（４）これらを勘案し、特許や商標を中心に各種料金を見直すこととした。 

 

２．特許特別会計における中長期的な収支見通し 

前回の料金改定（平成１６年４月施行）から３年が経過し、料金を見直すに当たって、今後の特許特別

会計の歳入、歳出の中長期的な試算を行った。特許特別会計を中長期にわたって安定的に運営する

必要があるため、歳入面において今後の研究開発動向、出願動向、審査請求行動等の変化といっ

た変動要因はあるものの、一定の歳入見通しを立てるとともに、歳出面では審査迅速化の実現、

新システムの構築、中小企業の知財活動支援等に現時点で予見し得る必要な歳出を考慮した見通

しを立てた。 

  

３．引き下げ可能幅 

（１）上記の中長期的な収支見通しの結果、一定程度歳入を引き下げることが可能と見込まれる。 

（２）さらに、特許部門及び商標部門において、上述の政策課題やユーザからのニーズがあるこ

とに加え、部門ごとの中長期的な収支見込については、仮に出願件数、費用の配賦基準等

について前提をおいたモデルに基づいて前回の料金改定と同様に計算したところ、特許部

門及び商標部門において収入超過が見込まれ、実用新案部門と意匠部門では収支が均衡す

ることが見込まれることから、料金引き下げを行う対象は、特許部門と商標部門とする。 

（３）特に特許部門において、中小企業から特許料の引き下げニーズが強いことや、研究開発の

促進という政策的重要性、部門間のバランス等をも考慮した上で両部門の引き下げ幅を決

定する。 

（４）ただし、平成２５年度までを予測したが、それ以降の予測については不確定要素が増すこ
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ともあり、新料金施行後一定期間経過後に施行状況等について検討する必要がある。 

 

４．具体的引き下げ方法 

（１）特許部門の料金引き下げ 

①特許料 

上述したとおりの政策課題やユーザからのニーズがある上、権利維持に掛かる費用である特許料

は、諸外国と比して、後年次において諸外国よりも高くなっていること（【図表６】）から、特許料の引き下

げを行う。 

 

【図表６】各国における年金比較 
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（注１）日本以外の国では、特
        許料（年金）は請求項数
　　　　に依存しない。

（注２）米国では3年6月以内、
　　　　7年6月以 内、11年6月
　　　　以内に支払いが求めら
　　　　れているが、当該グラフ
　　　　では便宜的に3年、7年、
　　　　11年目に支払いを行うこ
　　　　ととした。

（注３）欧州各国の特許料（年
　　　　金）は、出願時を起点と
　　　　して、特許料（年金）を納
　　　　付する必要があり、ＥＰＯ
　　　　において出願から登録ま
　　　　で平均４４．３月掛かって
　　　　いることを踏まえ、この
　　　　図表では、設定登録時と
　　　　なる第５年目の特許料
　　　　（年金）を１年目として算
　　　　出した。

 
現在の特許料の料金体系においては、９年目から１０年目以降への上昇率が高すぎるとのユーザー

からの指摘もあり、まず１０年目以降の特許料の引き下げを行い、次に全期間一律に引き下げることと

する。 

これにより企業が特許権を長期間保有しやすくなり、増加傾向にある研究費用の十分な回収を支援

することとなる。 

②出願料 

出願料については、現行料金では、今後出願処理の実費単価を上回る可能性があることから、引き

下げることとする。 

 

（２）商標部門の料金引き下げ 

 商標部門についても、政策的理由、企業ニーズや引き下げ財源の大きさを勘案し、出願料、設定登録

料、更新登録料等を下げることとする。 
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参考資料 

 

１．特許特別会計の概要 

（１）特許特別会計の原則 

 特許特別会計は、収支相償の原則の下、産業界をはじめとする出願人からの特許料等の歳入によ

り、審査・審判等の事務に要する歳出を支弁する仕組みとなっており、中長期的に特許特別会計

全体で収支がバランスする仕組みにより運営されている。 

 

（２）特許関係料金の性質 

・出願料 

出願に対する事務処理の費用に対する対価として徴収される手数料であり、発明奨励等の観

点から、実費を下回り、容易に出願できる程度の水準に設定される。 

・審査請求料 

審査の費用に対する対価として徴収される手数料である。具体的な料金水準は、実費を勘案

しつつ、適正な審査請求行動が期待できる範囲であり、かつ特許性が見込まれる出願への審査

請求をも抑制するようなことがないような金額に設定される。 

・特許料、設定登録料、商標更新登録料 

特許権、商標権等を維持するために徴収される料金であり、具体的に個別の経費に対応して

決められるものではなく、収支相償の原則から、出願料等と合わせて、全体として特許行政に

係る総支出を支弁するように決定される。 

また、商標更新登録料については上記の性質に加え、不使用となっている商標権が更新登録

されることにより、後から出願される商標の選択の幅が制限されてしまうことのないように、

設定登録料よりも高く設定されている。 

 

（３）特許関係料金の推移 

特許特別会計は、収支相償の原則を前提としつつ、以下のような諸観点から料金改定を行って

きた（【図表１】）。 

（ⅰ）全ての料金の引き上げ 

歳出超過が見込まれるとき、歳出超過が発生しないよう財源を確保するために料金の引き上

げを行った（昭和５９、６２年、平成５年）。 

（ⅱ）特許料・審査請求料の引き下げ 

出願人への費用負担を軽減するために、特許料及び審査請求料の引き下げを行った（平成１

０年、１１年）。 

（ⅲ）出願料・特許料の引き下げ、審査請求料の引き上げ 

出願人間の費用負担の不均衡の解消及び迅速・的確な特許審査の実現を図るため、出願料及

び特許料を引き下げ、審査請求料を引き上げた（平成１５年）。 
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【図表１】 

特許出願料、審査請求料の推移
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【図表２】 

特許料の推移
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【図表３】産業財産権関係料金表（抜粋） 

 特許 実用新案 意匠 商標 

出願料 16,000 円 14,000 円 16,000 円 6,000 円+（区分数×

15,000 円） 

審査請求

料 

168,600 円+（請求項の数×

4,000 円） 

－ － － 

特許料・設

定登録料 

第 1年から第 3年まで: 

毎年 2,600 円に 1 請求項に

つき 200 円を加えた額 

第 4年から第 6年まで: 

毎年 8,100 円に 1 請求項に

つき 600 円を加えた額 

第 7年から第 9年まで: 

毎年24,300円に1請求項に

つき 1,900 円を加えた額 

第 10 年から第 25 年まで: 

毎年81,200円に1請求項に

つき 6,400 円を加えた額 

第 1年から第 3年まで: 

毎年 2,100 円に 1 請求項

につき 100 円を加えた額

第 4年から第 6年まで: 

毎年 6,100 円に 1 請求項

につき 300 円を加えた額

第 7年から第 10 年まで:

毎年18,100円に1請求項

につき 900 円を加えた額

第1年から第3年ま

で:毎年 8,500 円 

第 4 年から第 10 年

まで:毎年16,900円

第11年から第20年

まで:毎年33,800円

商標設定登録料: 

66,000 円×区分数 

更新登録申請: 

151,000 円×区分数 

 

（４）特許特別会計の推移 

特許特別会計は昭和５９年の創設以降、出願件数の増加等により歳入額は増加傾向にあり、出願件

数、審査請求件数、審査処理件数の増加等により歳出額も増加傾向にある（【図表４】）。 

近年における歳入、歳出額の推移状況ついては、歳入面では平成１６年４月より審査請求料の

引き上げを行ったこともあるが、審査請求期間短縮による審査請求件数の一時的な増加により、

増加となっている。 

また、歳出面では、平成１６年度に一時的な増加（データ通信サービスに関する残債の一括返

済）はあるが、歳出の合理化を行っているため、審査請求件数の増加があるにも関わらず、低い

水準での増加となっている。 
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【図表４】 

歳入・歳出決算額の推移
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特許関係料金の見直し
出願料　　　０．７６倍
審査請求料　　　２倍
特許料　　　　０．２倍

※昭和５９年７月１日特会創設のため、昭和５９年度は特別会計（９ヶ月）分。
　 また、平成１６年度は、データ通信サービス料の一括返済のため歳出決算額が増加。

 

 

（５）特許特別会計の歳入・歳出構造 

 特許特別会計の歳入構造として、審査請求料が歳入全体の４０％弱を占め、特許料、実用新案登録

料が歳入全体の２５％を占めている。また、商標部門の収入が歳入全体の２４％を占めている。一方、

歳出では、人件費、審査審判関係経費、機械化経費がそれぞれ歳出全体の２５％程度を占めている。 

 また、特許審査迅速化のための任期付審査官の採用や検索外注件数の増加に伴う歳出及び業務効

率化のための機械化経費を増加させているところである（【図表５】）。さらに、近年では中小企業の知的

財産活動に対してより手厚い支援を行うために、中小企業向けの予算を拡充しているところである。 

なお、現在審査請求後、審査順番待ち期間は約２７ヶ月となっている。現在これを平成２３年には１１ヶ

月に短縮するよう各般の取組みを行っているが、それでも審査請求料の納付と審査実施との間にタイム

ラグがあること等、出願から権利が登録、維持されるまでタイムラグがあるため、特許特別会計の収支

バランスは、単年度ではなく、中長期的な観点から評価すべきである。 
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【図表５】 

情報・研修館
運営費交付金
142億円 　 12%

その他事業費
141億円　12%

機械化経費
 255億円 21%

人件費
321億円  27%

審査審判
関係経費
331億円　 28%

その他の収入
 18億円　 １%

特許・実用新案
出願料

 68億円　 5%

商　標
330億円  24%

特許料
実用新案登録

料
 332億円 25%

特許審査
請求料

 496億円 37%
意　匠

 43億円 　3%

特・実その他
の手数料
 70億円　 5%

平成１９年度特許特別会計予算の歳入・歳出構造

歳入　１，３５６億円 歳出　１，１９０億円

 

※ 任期付き審査官は人件費の内数 

※ 検索外注費は審査審判関係経費の内数 

 

 


